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ければ特許の取得件数が多くなる傾向がみられた。特に、こうした傾向は第 5 段階と第 4















第 4 段階と第 5 段階における企業が現地における生産活動の拡大にともない、地域密着の
インサイダー企業になってきており、共同研究開発などを通じて開発した製品などは直接
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